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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は，地域公共交通の利用促進に際して、情動的メッセージによるモビリティ・
マネジメントのプログラムを開発し、その態度変容プロセスを検証し，対象としたコミュニティバスに対する態度変容
への有効性を明らかにすることである．ケーススタディ地区として箕面市で運行しているコミュニティバス「オレンジ
ゆずるバス」を設定した．使用する動機づけ情報は，実際のバスにおいて収集したエピソードを収集し，バスに対する
ポジティブな感情を喚起するに編集し，情報提供した．その結果，エピソード型MMは想定した態度変容プロセスをたど
り，感情から思考を経て態度へと影響することを示すことが明らかとなった．

研究成果の概要（英文）：Purpose of this research is to clarify the validity of the Mobility Management by 
examining the pro-cess of attitude change episode type MM and analyzing what are affecting the 
consciousness to the bus. Episode type MM has the persuasion process of the occurrence by the effect of 
positive emotions which has been demonstrated in social psychology as background theory. This is the 
theory that if positive emotions evoked about the subject, after the emotional thinking, and there is a 
possibility that a positive attitude cause the subject transformation. Emotional message was edited the 
assumption that based on the episode that was collected at the actual bus, tell the charm of a public 
space of the bus, to evoke pos-itive feelings for the bus. From results of this study, it is expected 
that carried out MM intended behavior change in the Minoh. Further, providing motivational information is 
positioned within the various meth-ods of MM.

研究分野：土木計画
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１．研究開始当初の背景 
高齢社会、低炭素社会において地域公共交
通を維持していくことは社会的観点から必
要であるにも関わらず、利用者の減少からバ
ス路線の便数削減や廃止が増えつつある。公
共交通維持、改善には、高水準のサービスレ
ベルが望ましいのはいうまでもないが、需要
量の減少や財源を考慮すると高水準の公共
交通が実現できる地域は限定的にならざる
を得ない。 
そのような状況の中でモビリティ・マネジ
メント（Mobility Management：以下ＭＭ）
研究は、個人の交通行動の選択において、態
度や知覚行動性御性、規範や信頼などの心理
的要因の影響も大きいことを明らかにして
きた。さらに、バスマップ等の配布による情
報提供法やトラベル・フィードバック・プロ
グラムなど多数に働きかける具体的なＭＭ
手法が開発され、高い行動変容効果が藤井ら、
松村、谷口らによって実証されてきた。その
一方で、ワークショップなど少数を対象にす
るものの態度行動変容効果が大きいプログ
ラムは、松村によって開発された集団決定法
などごく少数に限られている。また、ＭＭを
学校教育の場面で適用したモビリティ・マネ
ジメント教育では、公民的資質の涵養を目的
としたシティズンシップ教育の観点を取り
入れたさまざまなＭＭ教育プログラム、教材
が開発されている。このような交通行動を地
域での暮らしを相互に支え合っていけるよ
うな公民的な資質の発露として位置付け、住
民ワークショップなどの機会において、向社
会的な態度や行動に自発的に変容させてい
くような具体的なプログラムの開発が求め
られている。 
また、向社会的行動を規定する規範や信頼、
道徳意識など心理要因は、身近な地域の他者
との関係で培われる部分が大きく、社会関係
資本（ソーシャル・キャピタル）とも関係が
深い。社会関係資本とは Putnam(1993)によ
って「人々の協調行動を活発にすることによ
って社会の効率性を高めることのできる、信
頼、規範、ネットワークといった社会組織の
特徴」と定義され、緊密な社会的ネットワー
クを通じた集合的コミュニケーションは地
域内の他者に対する高い信頼感と規範の形
成を促し、他者との協力行動を促進するため
コミュニティでのポジティブな効果を生み
出すと考えられている。地域公共交通の分野
では、猪井らや橋本らが公共交通の導入意識
に際してサービスレベル以外にも、社会関係
資本が有意な影響を及ぼしていることを確
認している。松村は意識だけではなく、バス
の利用行動にもポジティブな影響を明らか
にし、ＭＭの効果は社会関係資本を豊富に有
している地域で顕著であることを示してい
る。また、地域の社会関係資本論においては、
豊富なネットワークを持たない者も、豊富な
ネットワークを持つ他者からのポジティブ
な効果を得ることができるというスピルオ

ーバー効果の存在が指摘され（Putnam、
2000）、松村によって公共交通の利用行動に
おいてもスピルオーバー効果が確認されて
いる。このように社会関係資本と公共交通の
利用行動との関係性が明らかにされつつあ
るが、多様な地域特性を持つフィールドで検
証が必要なことに加えて、社会関係資本を外
的変数と捉えるだけではなく、社会関係資本
が近隣住民同士のつきあい方や近隣ガバナ
ンス（ローカル・ガバナンスのサブ・ガバナ
ンス）の仕組みによって影響をうけているこ
とに着目し、近隣ガバナンスとの関連を考慮
して議論していく必要がある。 
 Kooiman（1993）は、ガバナンスを階統型
ガバナンス（hierarchical governance）、自
治型ガバナンス（self-governance）、コ・ガ
バナンス(co-governance)の 3 つのモデルに
分類しており、これからの社会は、多様化す
る社会問題に対して、行政権限による規制や
誘導を主体とした伝統的な階統型ガバナン
スだけではなく、住民自治会に代表される自
治型ガバナンスや行政、住民、NPO、企業等
の多様な主体が連携しあったコ・ガバナンス
を組み合わせていくことが必要とされてい
る（白石、2008）。自治型ガバナンス、コ・
ガバナンスが有効かつ効果的に機能するた
めの条件としてネットワークがあげられて
おり（坂本、2008）、Porta（2000）が指摘
するようにガバナンスと社会関係資本はパ
ーソナル・ネットワークを通じて一体的に言
及される課題であるといえる。地域公共交通
の分野では松村がコ・ガバナンスの観点から、
社会ネットワーク分析を用いてマルチパー
トナーシップ型交通まちづくり活動を分析
し、ネットワーク化の条件を実証的に明らか
にしているが、今後自治型ガバナンスも含め
た多様なガバナンス形態についても分析対
象とすることが求められている。 
 
２．研究の目的 
本研究は、地域公共交通の利用促進にあた
って、住民ワークショップに適用可能なモビ
リティ・マネジメント・プログラムを開発し、
その効果を近隣ガバナンスに着目して、交通
行動、地域活動の変容、生活の質の変化の観
点から検証することを目的とする。具体的に
は、シティズンシップ教育アプローチを適用
したモビリティ・マネジメント教育のプログ
ラムを参考に、公共交通の利用行動も含めた
地域での暮らしを相互に支え合う活動への
参加や行動変容にむけたモビリティ・マネジ
メント・プログラムを作成したうえで、異な
る近隣ガバナンス形態の地域を対象にプロ
グラムを適用し、その効果を交通行動、地域
活動および生活の質の観点から明らかにす
る。 

 
３．研究の方法 
 近隣ガバナンスと社会関係資本、協力行動
（特に交通行動に着目して）の関係性につい



て既往の理論を整理することで、近隣ガバナ
ンスの類型化を行い、影響因子を明らかにす
る。一方で、ＭＭプログラムの整理をおこな
い、住民ワークショップを念頭に置いたＭＭ
プログラムを開発する。想定される近隣ガバ
ナンスの類型に応じてケーススタディ地域
（大阪府箕面市、兵庫県川西市）を設定し、
社会ネットワーク分析によって地域ネット
ワークの構造解析を行い、ケーススタディ地
域の近隣ガバナンスの位置づけを行う。各地
域でＭＭプログラムを実践し、ＭＭの地域公
共交通の態度行動変容、地域活動、生活の質、
居住性を継続的な住民アンケート調査、ヒア
リング調査によって評価する。また、数年に
わたる実践による地域公共交通利用や地域
活動が社会関係資本や近隣ガバナンスに与
える影響についてアンケート調査等によっ
て把握する。 
 
４．研究成果 
①情動的メッセージによるモビリティ・マネ
ジメントの態度変容プロセスに関する研究 
 本研究の目的は，情動的メッセージによる
モビリティ・マネジメントの態度変容プロセ
スを検証し，対象としたコミュニティバスに
対する態度変容への有効性を明らかにする
ことである．ケーススタディ地区として箕面
市で運行しているコミュニティバス「オレン
ジゆずるバス」を設定した．使用する動機づ
け情報は，実際のバスにおいて収集したエピ
ソードを収集し，バスに対するポジティブな
感情を喚起するに編集し，大学生を対象にア
ンケート分析によりデータを収集した． 
その結果，今回オレンジゆずるバスで収集
した情動的メッセージは，，あたたかい，た
のしいに関して情動群の方が客観群より有
意に喚起していることが確認された．また，
態度意識関連の各指標について，行動意図，
存続希望，態度は 5％有意，公共空間意識は
1％有意で情動群の方が変化量が大きいこと
が分かった．そして，意識の指標の変化量と
事後アンケートにおける感情，思考の得点を
用いた共分散構造分析を行ったところ，感情
から情動的思考，情動的思考から態度への有
意なパスを確認できた．その結果，エピソー
ド型 MM は想定した態度変容プロセスをたど
り，感情から思考を経て態度へと影響するこ
とを示すことが明らかとなった． 

 
 
②鉄道のエピソードが地域愛着と向社会的
行動に及ぼす影響に関する研究 
 本研究では，鉄道会社が実施するエピソー
ドコンテストの作品を用いたモビリティ・マ
ネジメント(MM)を実施し，従来の MM の評価
として扱われている公共交通利用に加え，コ
ミュニティ活動などの向社会的行動への変
容効果を明らかにした．ケーススタディ地域
として，兵庫県川西市にある能勢電鉄を対象
とし，沿線住民に対してポスティングによる

郵送回収を行い，調査を行った．エピソード
の評価には，社会心理学で着目されている共
感を用いて，従来の MM で扱われている環境
や健康に関する資料と比較し，分析を行った．  
その結果，鉄道のエピソードを配布した絵
葉書群の中で，エピソードに対し高共感した
群は，鉄道の利用者に対して共感が想起され，
共感が鉄道への態度を活性化させ，鉄道の利
用促進に効果があることが示唆された．また，
鉄道への態度が地域愛着を含めた地域への
態度も活性化させ，向社会的行動意図を形成
し，地域活動などの向社会的行動についても
効果があることが示唆された．なお，絵葉書
に対し高共感する人は，低共感する人と比べ，
普段鉄道の利用頻度が少ない傾向があった． 
一方で，絵葉書に対してあまり共感を抱か
なかった群では各心理指標が低下し，向社会
的行動が減少する結果が得られた．これには，
見知らぬ他人の写真を送られても扱いに困
るとの声があるように，絵葉書に対し批判的
に思うことが心理的リアクタンスを引き起
こし，各心理指標を低下させたことが考えら
れる．そのため，今後エピソードを用いた MM
を効果的に導入していくには，エピソードに
対して高共感をする人に絞ったアプローチ
を考案すべきである． 
情報提供法に使用される資料を配布する
資料群では因果構造がみられず，行動変容が
見られなかった．資料などの情報提供法だけ
では行動を変容させるには不十分であり，ワ
ークショップなどと併用して行うことで効
果が期待できる．しかしながら，エピソード
を用いた MM は情報提供法の一種でありなが
ら，共感を媒介することにより，態度行動変
容効果が期待できることが示唆された． 
今後さらにエピソードを用いた MM の効果
を高めるためにも，共感による MM の持続性
の検証やエピソードに高共感する人を対象
とした施策の検討などの課題が残っている
が，本研究の知見を踏まえて各地で行われて

客観群と情動群の比較 
質問内容 客観群 情動群 

オレンジゆずるバスによい印象を
もっていますか（態度） 

4.92 
(1.08) 

5.08 
(1.23) 

オレンジゆずるバスを使うのはわ
かりにくいと思いますか（知覚行動
制御） 

4.71 
(1.29) 

4.58 
(1.46) 

オレンジゆずるバスに乗ってみた
いと思いますか（行動意図） 

4.58 
(1.44) 

4.50 
(1.52) 

オレンジゆずるバスは環境によい
など社会の役に立つと思いますか
（交通環境） 

4.64 
(1.26) 

4.44 
(1.24) 

オレンジゆずるバスは地域の移動
を支えていると思いますか（地域福
祉） 

4.77 
(1.05) 

4.89 
(1.12) 

オレンジゆずるバスはいろいろな
人が話し合える場所だと思います
か（公共空間） 

3.51 
(1.35) 

3.54 
(1.09) 

オレンジゆずるバスに走り続けて
ほしいと思いますか（存続希望） 

5.12 
(1.25) 

5.10 
(1.34) 

オレンジゆずるバスは地域にとっ
て必要だと思いますか（必要性） 

5.21 
(1.07) 

5.42 
(1.03) 

オレンジゆずるバスに興味や関心
がありますか（興味関心） 

4.23 
(1.49) 

4.18 
(1.62) 

  



いるエピソードコンテストの地域へのフィ
ードバックが期待される．  

 
③パーソナル・ネットワークを活用したモビ
リティ・マネジメントにおける態度・行動変
容効果に関する研究 
本研究では、箕面市の「オレンジゆずるバ
ス」を対象に、情報提供法のモビリティ・マ
ネジメントを実施し、その効果について検証
を行った。本研究では、MMの効果の範囲を広
く捉え、一つ目を従来の情報提供を受け取っ
た本人の態度や行動変容効果、二つ目は情報
提供を受け取った人がその情報を誰かに伝
え、その情報を伝えられた人の態度や行動変
容効果、三つ目を二者間で地域情報を共有す
ることによるコミュニケーション量の増加
を効果として検証を行った。 
まず数量化Ⅱ類を行い、その結果、ネット
ワークと地域愛着の指標が高い方が、利用促
進行動を起こすという結果が得られた。また、
利用促進行動を起こす人自身の情報提供物
利用意図が高いほど、さらに情報提供物の利
用行動を起こした人ほど、利用促進行動を起
こすということ示された。 
 次に、数量化Ⅲ類、階層的クラスター分
析を行い、利用促進活動を行ったクラスター
の特徴を考察した。その結果、利用促進行動
を行った割合が多いクラスターと利用促進
を行った割合が低いクラスターに分かれた。
利用促進行動を行った割合が多いクラスタ
ーの特徴だが、年齢については高齢者の割合
が高い。居住年数ついては、年齢分布に関連

して長い傾向にある。また、ソーシャル・キ
ャピタルに関する心理指標、地域愛着、バス
認知、バス態度に関して、このクラスターが
どのクラスターよりもすべて高い傾向を示
した。バスの利用頻度に関しても「乗ったこ
とがない」という割合が少なかった。よって、
この層に向けて情報を発信しようとした際
には、バス車内での配布の手段も有効である
と言える。またこのクラスターは、利用促進
行動を行う傾向が高いだけではなく、パーソ
ナル・ネットワークで繋がれた人達とのコミ
ュニケーション量も増加したと評価する人
の割合も多いことが明らかになった。 
 
④鉄道シニアパスが郊外住宅地の高齢者の
外出行動に与える影響 
本研究では，中心市街地と鉄道で結ばれて
いる郊外住宅地における高齢者向けの1ヶ月
間鉄道フリーパスの効果について以下のこ
とが明らかになった． 
・シニアパスの購入者は，鉄道利用頻度が増
加するとともに外出頻度が増加する傾向が
明らかになった．また，中心市街地である川
西能勢口周辺と川西能勢口を経由した鉄道
利用が増加する傾向が明らかになった．すな
わち鉄道シニアパスの購入者は，郊外住宅地
に住まいながら中心市街地で消費活動や余
暇活動を行っている実態が明らかになった． 
・今回の調査・分析では，鉄道シニアパス購
入の有無が生活満足度増進に直接関係して
いるという結果は得られなかった．しかしシ
ニアパス購入者の方が余暇活動の外出回数
を増加していることと余暇活動と生活満足
度の増減について相関関係が確認されてい
ることから，間接的に鉄道シニアパスは生活
満足度にも貢献する可能性もあり，今後の実
証研究を蓄積する必要があろう． 
・メーリングリストの効果は，余暇活動の中
でも買い物目的の鉄道利用が増加する傾向
は見られたものの習慣化されていると想定
されるスポーツ目的や調整コストが必要な
交流・交際については効果が確認できなかっ
た． 
 大阪府では平成 23 年度から公共交通シー
ムレス計画を策定しており，情報，移動，運
賃等の公共交通利用における継ぎ目をでき
るだけ軽減した利便性の高い公共交通ネッ
トワークを目指している．この計画の中では，
目的地情報については必要性が示されてい
るに過ぎないが，本研究の成果は鉄道シニア
パスによる運賃の軽減策と情報提供の必要
性と効果を示唆することができた．この示唆
を政策的に実現するには，たとえば，鉄道シ
ニアパスと同時に公共交通利用者にアクセ
スできるだけはなく，公共交通沿線の店舗や
施設情報も持っている（株）スルッと KANSAI
が店舗等から外出情報を収集し，自宅から主
な経路や趣味嗜好によってフィルタリング
したうえで，公共交通利用者に定期的に情報
提供することが考えられる．このようなサー
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ビスの受信者を増やしていくことによって
集計的な効果が期待されよう． 
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